
１
．
農
用
地
利
用
配
分
計
画
の
県
知
事
認
可
に
係
る
縦
覧
の
廃
止

市
町
村

機
構
（
市
町
村
）

農
業
委
員
会

市
町
村

機
構

県
県

県

農
用
地
利
用
集
積

計
画
の
作
成

総
会

公
告

農
用

地
利
用
配
分
計
画
作
成

約
１
ヶ
月

申
請
～
利
用
権
設
定
ま
で
約
２
ヶ
月
半

配
分
計
画
の

認
可
申
請

審
査
・
縦
覧

の
準
備

認
可
申
請
の

公
告
・
縦
覧

認
可
・
公
告

約
１
週
間

約
２
週
間

２
週

間
（
法

定
）

約
１
週
間

■
支
障
事
例

・
現
行
で
は
、
中
間
管
理
事
業
を
活
用
し
て
担
い
手
が
利

用
権
を
設
定
す
る
ま
で
約
２
ヶ
月
半
か
か
る
。

・
春
作
業
の
見
通
し
が
立
て
づ
ら
い
た
め
、
他
の
利
用
権

設
定
事
業
を
活
用
す
る
農
家
も
い
る

・
な
お
、
事
業
創
設
以
来
、
縦
覧
期
間
中
に
閲
覧
・
意
見

書
が
提
出
さ
れ
た
こ
と
は
な
い
。

→
縦

覧
期

間
の
廃
止

に
よ
り
、
期
間
短
縮
が
見
込
ま
れ
る
。

■
現
行

の
手
続
期
間

（ 出 し 手→ 機 構 ）

利 用 集 積 計 画

（ 機 構→ 受 け 手 ）

利 用 配 分 計 画

●
利
用
権
設
定
に
か
か
る
手
続
期
間
及
び
支
障
事
例

約
１
ヶ
月

-
2
 -
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２
．
利
用
権
の

存
続

期
間
延

長
手
続

き
の
緩

和
に
つ
い
て
（そ

の
１
）

・
平
成
２
６
年
～
２
９
年
ま
で
に
中

間
管

理
事

業
を
通

じ
て
権

利

設
定
を
行
っ
た
件
数
は
４
，
２
０
１
件

（
８
５
，
０
４
６
筆

）
で
あ
り
、

そ
の
設
定
期
間
は
概
ね
１
０
年

間
。

・
上
記
の
利
用
権
の
期
間
満
了

時
に
は

、
他

の
新

規
貸

し
付

け
分
に
加
え
、
こ
れ
ら
の
更
新

分
も
加

わ
る
の

で
、
市

町
村

・

機
構
の
事
務
的
負
担
が
大
き
く
な
る
。

■
Ｈ
２
６
～

Ｈ
２
９
実

績

■
支

障
事

例

①
秋
田
県
の
農
地
中
間
管
理
事
業
の
実
績
及
び
利
用
権
設
定
に
か
か
る
支
障
事
例

H
26

H
27

H
28

H
29

計

借
受

面
積

（h
a）

1,
73

0
3,

62
9

2,
61

9
2,

04
4

10
,0

22

借
受

（契
約

）件
数

1,
73

6
3,

59
5

2,
48

8
2,

22
0

10
,0

39

貸
付

面
積

(h
a)

1,
04

9
3,

67
9

3,
12

0
2,

16
8

10
,0

16

貸
付

（契
約

）件
数

52
0

1,
24

4
1,

39
6

1,
04

1
4,

20
1

筆
数

8,
56

3
33

,8
43

24
,2

24
18

,4
16

85
,0

46

♦
中
間
管
理
事
業
に
よ
り
設
定

さ
れ

た
利

用
権

の
契

約
期

間
を

更
新
・
延
長
す
る
場
合
、

①
農
地
利
用
集
積
計
画
の
作
成

・
公

告
に
よ
る
利

用
権

の
再

取
得
と
、

②
農
地
利
用
配
分
計
画
の
再
作

成
、
都

道
府

県
知

事
の

認
可

・
公
告
が
必
要

■
現

行
の

制
度

-
3
 -
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２
．
利

用
権
の

存
続

期
間
延

長
手
続

き
の
緩

和
に
つ
い
て
（そ

の
２
）

・
機

構
関

連
事

業
を
実

施
す
る
に
当

た
っ
て
、
集
積
計
画
の
撤
回
・
再
作

成
、
配

分
計

画
の

認
可
・
公

告
を
し
た
件
数
は
９
件
（
３
４
１
筆
・
約
２
６

ｈ
ａ
）
で
あ
る
が

、
中

間
管

理
事
業

の
実
施
が
多
い
当
県
に
お
い
て
は
、

今
後

、
機

構
関

連
事

業
を
要
望

す
る
地
区
も
多
い
と
見
込
ま
れ
る
こ
と

か
ら
、
事

務
処

理
件

数
は
更

に
増
え
る
と
考

え
ら
れ

る
。

・
改

正
土

地
改

良
法

の
施

行
前

に
取
得
し
た
農
地
中
間
管
理
権
に
係
る

農
用

地
で
機

構
関

連
事
業

を
実

施
す
る
場
合
、
そ
の
都
度
、
既
存
集
積

計
画

の
撤

回
と
新

た
な
集

積
計

画
の
作
成
が
必
要
で
あ
り
、
農
地

の
出

し
手

や
市

町
村

、
機

構
の
事

務
的
負
担
が
大
き
い
。

■
Ｈ
２
６
～
Ｈ
２
９
実

績

■
支

障
事

例

②
機
構
関
連
事
業
に
よ
る
再
取
得
実
績
及
び
利
用
権
設
定
に
か
か
る
支
障
事
例

■
現

行
の

制
度

♦
機
構
関
連
事
業
は
、
改
正
土
地
改
良
法
施
行
日
以
後
に
取
得
さ

れ
る
１
５
年
以
上
の
農
地
中
間
管

理
権
に
係
る
農
用
地
に
適
用

１
）
改
正
土
地
改
良
法
施
行
日
以

前
に
農
地
中
間
管
理
権
を
取
得

し
た
農
地
で
機
構
関
連
事
業
を
行
う
場
合
、
集
積
計
画
の
撤
回
・

作
成
に
よ
り
、
再
取
得
が
必
要

２
）
改
正
土
地
改
良
法
施
行
日
以

後
に
取
得
し
た
農
地
中
間
管
理

権
の
存
続
期
間
延
長
手
続
に
つ
い
て
は
、
所
有
者
と
機
構
と
の

合
意
に
よ
る
集
積
計
画
の
変
更
で
可
能

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

計

借
受
面
積
（h
a）

1,7
30

3,6
29

2,6
19

2,0
44

10
,02

2

うち
機
構
関
連
事
業
に
よる

再
取
得

26
26

実
績
なし

-
4
 -
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秋
田

県
か

ら
の

提
案

【
提
案
】

１
．
早

期
に
農

地
の
利
用
権
設
定
を
行
う
た
め
、
農

用
地
利

用
配
分

計
画
の

県
知
事

認
可
に
当
た
っ
て
は
、
意
見
聴
取
の

た
め
の

２
週

間
の
縦
覧
を
廃
止
す
る
。

２
． ①
農

地
中

間
管
理
事
業
に
よ
り
設
定
さ
れ
た
利

用
権

の
期
間

が
満
了

し
更

新
す
る
場

合
や
期
間
を
延
長
す
る
場
合
に
つ

い
て
は

、
契
約
期
間
以
外
の
内
容
（農

地
・
当
事

者
）が

既
契

約
と
同

一
で
あ
れ

ば
、
農

用
地
利
用
集
積
計
画
の
公
告

及
び
農

用
地
利
用
配
分
計
画
の
認
可
・
公
告

ま
で
の

一
連
の

作
業
（
利
用

権
の
再

取
得
・
担
い
手
農
家
へ
の
再
配
分
）

を
不

要
と
し
、
関
係
者
の
合
意
等
で
契
約

期
間
を
延

長
で
き
る
よ
う
に
す
る
。

②
改

正
土

地
改

良
法
施
行
前
に
農
地
中
間
管

理
機
構

が
借
り
入

れ
た
農
用

地
等
で
機

構
関
連
事
業
を
実
施
す
る
場
合

に
お
い
て
も
、
２
①
と
同
様
の
手
続
き
を
経

れ
ば
土

地
改
良

法
附
則

第
４
条
で
規
定
す
る
農
用
地
と
み
な
し
、
現
行
必
要

と
さ
れ

て
い
る
一
連
の
作
業
（計

画
の
撤

回
（解

約
）
、
再
作

成
、
認

可
、
公

告
）は

不
要

と
す
る
。

【
効
果
】

手
続

き
に
要

す
る
期
間
の
短
縮
に
よ
り
、
受

け
手

の
営
農

計
画
が

立
て
や

す
く
な
り
、
農
家

の
利
便
性
が
向
上
す
る
ほ
か
、

契
約

期
間

延
長
に
係
る
手
続
き
の
簡
素
化
に
よ
り
、
現

在
利

用
し
て
い
る
農

家
や

機
構
、
市

町
村
の
事
務
負
担
が
大
幅
に
軽

減
さ
れ

る
。

ま
た
、
機

構
関

連
基
盤
整
備
事
業
の
円

滑
な
推
進

が
図
ら
れ

る
上
、
農

地
中
間

管
理
事

業
に
伴
う
担
い
手
へ
の
安
定
的
な

農
地

集
積

に
つ
な
が
る
と
考
え
ら
れ
る
。

-
5
 -
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平
成

30
年

度
地

方
分

権
改

革
に
関

す
る
提
案
募
集

農
地
中
間
管
理
事
業
に
お
け
る

農
用

地
利
用
配
分
計
画
に
係
る

縦
覧
の

廃
止
に
つ
い
て

平
成

3
0
年

7
月

1
0
日

群
馬
県

総
務

部
総

務
課

農
政

部
農

業
構

造
政

策
課

重点番号13：農地中間管理事業に係る制度の見直し（群馬県）
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群
馬

県

農
地

中
間

管
理

事
業

と
は

農
地

を
貸

し
た

い
農

家
や

、
農

業
経

営
を

リ
タ

イ
ア

す
る

人
な

ど

か
ら

、
「
農
地
中
間
管
理
機
構
」
が

農
地

を
借

受
け

、
地

域
の

中
心

的
な

担
い

手
や

、
新

た
に

参
入

す
る

農
業

者
に

貸
し

付
け

る
こ

と
に

よ
り

、

農
地
の
有
効
利
用

を
進

め
る

も
の

。

＜
本
県
に
お
け
る
農
地
中
間
管
理
事
業
の
推
進
に
関
す
る
目
標
＞

（
担

い
手

が
利

用
す

る
面

積
／

耕
地

面
積

）

H
2

4
：

２
６

．
４

％
⇒

H
3

5
：

６
６

％

【
群

馬
県

】
農

地
中

間
管

理
事

業
の

推
進

に
関

す
る

基
本

方
針

＜
現
状
＞

H
2

9
：

３
４

．
８

％

効
率

的
か

つ
安

定
的

な
農

業
経

営
を

営
む

者
が

利
用

す
る

農
用

地
の

面
積

の
目

標

更
な
る
農
地
集
約

・
集
積
が
必
要
！

１
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群
馬

県

農
地

中
間

管
理

事
業

の
制

度
上

の
課

題

＜
各

制
度

に
お

け
る

貸
付

け
に

要
す

る
期

間
＞

・
農

地
法

：
約

２
週

間
か

ら
４

週
間

・
基

盤
法

：
約

２
週

間
か

ら
４

週
間

・
農

地
中

間
管

理
事

業
：

約
５

週
間

か
ら

１
０

週
間

農
地

法
や

農
業

経
営

基
盤

強
化

促
進

法
（

基
盤

法
）

に

よ
る

貸
付

け
に

比
べ

、
農

地
中

間
管

理
事

業
に

よ
る

貸
付

け
手

続
き

は
、

時
間

が
か

か
る

。

※
担

い
手

農
家

か
ら

の
不

満
の

声
あ

り

２
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数
日

～
４

週
間

約
２

週
間

（
法

定
）

約
２

～
４

週
間

約
２

～
４

週
間

各
制

度
に

お
け

る
貸

付
け

手
続

き
期

間
（

現
行

）
農
地
法

農
業
経
営
基
盤
強
化
促
進
法

農
地
中
間
管
理

事
業

貸
し
手

・
担
い
手
の

マ
ッ
チ
ン
グ

集
積
計
画
作
成

貸
し
手

・
担
い
手
の

マ
ッ
チ
ン
グ

配
分
計
画
案
作

成
・
提
出

総
会

部
会

公
告

配
分
計
画

申
請

配
分
計
画

審
査
・
決
裁

配
分
計
画

公
告
・
縦
覧

配
分
計
画

認
可
・
公
告

集
積
計
画
作
成

総
会

部
会

公
告

貸
し
手
・
担
い
手
の
契
約

審
査
・

総
会
等
資
料
作
成

許
可

総
会

部
会

農
業

委
員

会
農

業
委

員
会

農
業

委
員

会
市

町
村

市
町

村

農
業

委
員

会
市

町
村

市
町

村

約
２

～
４

週
間

約
２

～
４

週
間

約
２

～
４

週
間

約
５

週
間

～
１

０
週

間

市
町

村
機

構
県

県
県

※
許

可
は

原
則

毎
月

公
告

回
数

は
市

町
村

が
定

め
る

＜
市

町
村

数
＞

毎
月

：
1

2
年

3
回

：
1

年
2
回

：
1

2
年

1
回

：
1

随
時

：
9

農
地

法
関

係
事

務
処

理
要

領
に

よ
る

標
準

処
理

期
間

は
4
週

間

認
可

公
告

回
数

は
農

業
経

営
基

盤
強

化
促

進
法

又
は

農
地

法
に

よ
る

中
間

管
理

権
の

設
定

の
回

数
（

配
分

計
画

案
の

申
請

数
）

に
よ

る

３
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群
馬

県

お
願

い
し

た
い

地
方

へ
の

規
制

緩
和

県
が

行
う

配
分

計
画

の
公

告
・

縦
覧

期
間

を
廃

止

＜
支
障
事
例
・
制
度
改
正
の
必
要
性
＞

・
本

県
で

は
、

農
地

の
出

し
手

と
担

い
手

の
マ

ッ
チ

ン
グ

が

整
い

し
だ

い
、

速
や

か
に

担
い

手
に

農
地

を
集

積
で

き
る

よ
う

、

国
が

示
す

手
続

き
期

間
短

縮
化

の
例

を
参

考
に

事
務

の
迅

速
化

を

図
っ

て
き

た
。

・
縦

覧
期

間
に

お
け

る
利

害
関

係
者

か
ら

の
意

見
提

出
は

、

こ
れ

ま
で

０
件

。
形

骸
化

し
、

必
要

性
が

な
い

。

・
更

な
る

迅
速

化
の

た
め

に
配

分
計

画
の

縦
覧

を
廃

止
し

た
い

が
、

法
定

で
２

週
間

と
期

間
が

定
め

ら
れ

て
い

る
た

め
見

直
し

が

で
き

な
い

。
４
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数
日

～
４

週
間

約
２

週
間

（
法

定
）

約
２

～
４

週
間

貸
付

け
手

続
き

期
間

（
見

直
し

後
）

現
行

貸
し
手

・
担
い
手
の

マ
ッ
チ
ン
グ

集
積
計
画
作
成

配
分
計
画
案
作

成
・
提
出

総
会

部
会

公
告

配
分
計
画

申
請

配
分
計
画

審
査
・
決
裁

配
分

計
画

公
告

・
縦
覧

配
分
計
画

認
可
・
公
告

農
業

委
員

会
市

町
村

市
町

村

約
２

～
４

週
間

約
５

～
1

0
週

間

市
町

村
機

構
県

県
県

数
日

～
４

週
間

約
２

～
４

週
間

見
直
し
後

貸
し
手

・
担
い
手
の

マ
ッ
チ
ン
グ

集
積
計
画
作
成

配
分
計
画
案
作

成
・
提
出

総
会

部
会

公
告

配
分
計
画

申
請

配
分
計
画

審
査
・
決
裁

配
分
計
画

認
可
・
公
告

農
業

委
員

会
市

町
村

市
町

村

約
２

～
４

週
間

約
３

～
８

週
間

市
町

村
機

構
県

県

配
分

計
画

公
告

・
縦
覧

廃
止

５
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群
馬

県

諸
懸

念
に

対
す

る
考

え
方

①
縦

覧
期

間
を

廃
止

す
る

こ
と

で
、

利
害

関
係

人
が

意
見

提
出

で
き

る

機
会

が
な

く
な

っ
て

し
ま

う
の

で
は

な
い

か
？

②
縦

覧
期

間
を

廃
止

し
な

く
て

も
、

配
分

計
画

の
審

査
・

決
裁

な
ど

県
の

事
務

手
続

き
の

効
率

化
に

よ
り

迅
速

化
が

で
き

る
の

で
は

な
い

か
？

→
市

町
村

農
業

委
員

会
が

配
分

計
画

案
を

作
成

す
る

際
に

、
当

該
地

域

の
担

い
手

を
優

先
す

る
な

ど
配

慮
を

し
て

い
る

た
め

、
縦

覧
期

間
中

に
利

害
関

係
者

か
ら

意
見

が
提

出
さ

れ
る

こ
と

は
実

態
と

し
て

な
く

、

配
分

計
画

の
縦

覧
の

必
要

性
は

な
い

と
考

え
ま

す
。

→
本

県
で

は
、

こ
れ

ま
で

も
、

市
町

村
に

お
け

る
事

務
手

続
き

の
迅

速

化
へ

の
支

援
も

含
め

て
、

迅
速

化
の

取
組

を
行

っ
て

き
た

と
こ

ろ
で

、

更
な

る
迅

速
化

に
は

、
法

定
の

縦
覧

手
続

き
の

見
直

し
が

必
要

と
考

え
ま

す
。

６
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地
方
分
権
改
革
に
関
す
る
提
案

（
農
地
中
間
管
理
事
業
に
お
け
る
事
務
の
簡
素
化
）

平
成

30
年

7月
10
日

栃
木
県

1

重点番号13：農地中間管理事業に係る制度の見直し（栃木県）
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栃
木
県

農
地
中
間
管
理
機
構
創
設
の
背
景


高
齢
化
等
に
よ
る
農
業
就
業
人
口
の
減
少

2


経
営
農
地
が
分
散
し
た
ま
ま
で
の
農
地
集
積

栃
木
県
の
年
齢
別
農
業
就
業
人
口

栃
木
県
の
農
業
就
業
人
口

担
い
手
の
作
業
効
率
を
考
慮
し
た

「
農
地
の
集
約
化
」
が
必
要

担
い
手
へ
の
農
地
の
「
集
積
」
の
加
速
化
が
必
要
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栃
木
県

農
地
の
集
積
・
集
約
化
に
向
け
た
施
策

～
農
地
中
間
管
理
事
業
を
中
心
と
し
た
施
策
展
開
～

国 県
と
ち
ぎ
農
業
“進
化
”躍
動
プ
ラ
ン
（

H
28

-3
2）

担
い

手
へ

の
農

地
集

積
率

平
成

2
6
年

：
４

３
％

⇒
平

成
3

2
年

：
６

８
％

⇒
農
地
中
間
管
理
事
業
を
活
用
し
た
農
地
集
積
・
集
約
化
を
推
進

⇒
作
業
効
率
の
向
上
に
向
け
た
、

簡
易
整
備
（
畦
畔
撤
去
）
や
再
整
備
に
よ
る
区
画
拡
大

日
本
再
興
戦
略
（
平
成

25
年

6月
14
日
閣
議
決
定
）

平
成

3
5
年

に
担

い
手

が
利

用
す

る
農

地
面

積
を

全
農

地
の

８
割

（
現

状
５

割
）

に
拡

大
。

⇒
農
地
中
間
管
理
事
業
に
関
す
る
法
整
備
・
予
算
措
置
等

3
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